
令和５年度当初予算（案）の概要 

 

１ 一般会計当初予算（案）の概要 

 

⑴ 予算規模 

令和５年度 令和４年度 増減額 増減率 

１，０７７億１，０００万円 １，０６３億１，０００万円 １４億円 １．３％ 

 

⑵ 歳  入 

① 市 税 

給与所得の増による個人市民税の増収及び家屋の新増築による固定資産税の増収を見込むとともに、

徴収率向上の取組を踏まえ、前年度に比べ、１．５％増の４１２億５，９４２万４千円を計上した。 

 

② 地方消費税交付金 

前年度の交付見込み及び地方財政計画の動向を勘案し、前年度に比べ、１４．９％増の６６億４，

７３０万円を計上した。 

  

③ 地方交付税 

国の交付総額及び過去の交付状況等を勘案し、前年度に比べ、１．９％減の１１２億６，３００万

円を計上した。 

 

④ 国庫支出金 

新町西地区市街地再開発事業など投資的経費の増加に伴う、社会資本整備総合交付金等の増加によ

り、前年度に比べ、２．３％増の２２８億８，２５４万７千円を計上した。 

 

⑤ 県支出金 

四国横断自動車道周辺対策事業の減少に伴う県補助金等の減少により、前年度に比べ、３．９％減

の８６億８０７万８千円を計上した。 

   

⑥ 繰入金 

新たに設置したデジタル・トランスフォーメーション推進基金等の取り崩しが増加しているものの、

前年度に廃止した芸術文化施設建設基金の影響により、繰入金総額では、前年度に比べ、４９．６％

減の１１億７，７２５万円を計上した。 

 

⑦ 市 債 

地方財政対策に伴う臨時財政対策債が減少したものの、投資的経費の増加により、前年度に比べ、

４．８％増の８５億７９０万円を計上した。 

 

⑶ 歳  出 

① 義務的経費 

人件費、扶助費、公債費を含めた義務的経費は、前年度に比べ、０．８％減の６３０億９，５８４



万４千円となっている。 

その主な要因は、人件費が、定年延長に伴う退職手当の減などにより、８億３，７７０万４千円減

少（３．９％減）したことによるものである。 

・人件費  ２０５億９，２２３万６千円  前年度比  ３．９ ％減 

・扶助費  ３３６億１，１４９万５千円   前年度比  １．０ ％増 

・公債費   ８８億９，２１１万３千円  前年度比   ０．１ ％増 

 

② 投資的経費 

普通建設事業費の総額は１０５億８，５９２万９千円で、前年度に比べ、１７億９，２０７万５千

円、２０．４％の増となっており、その主な要因は、四国横断自動車道周辺対策事業等の事業費が減

少したものの、新町西地区市街地再開発事業や、中学校施設整備費が増加したことによるものである。 

 

③ 補助費等 

補助費等の総額は１１３億１，２９８万２千円で、前年度に比べ、１０億１，５２４万６千円、９．

９％の増となっており、その主な要因は、後期高齢者医療広域連合負担金や旧文化センター跡地等整

備費等が増加したことによるものである。 

 

④ 積立金 

積立金の総額は５，３１６万２千円で、前年度に比べ、９億９，６１７万８千円、９４．９％の減

となっており、その主な要因は、市民福祉基金および、子ども未来基金への積立金が減少したことに

よるものである。 

 

⑤ 特別・企業会計に対する繰出金等 

繰出金等の総額は１２６億９，３７３万２千円で、前年度に比べ、２億４３７万８千円、１．６％

の増となっており、その主な要因は、介護保険事業特別会計に対する繰出金の増加や、水道事業会計

や市民病院事業会計が実施する建設改良事業への負担金等が増加したことによるものである。 

 

２ 特別・企業会計予算（案）の概要                          

 

会 計 別 令和５年度 令和４年度 増 減 額 増 減 率 

特別会計 575億1,615万5千円 570億7,277万2千円 4億4,338万3千円 0.8％ 

企業会計 367億5,518万4千円 321億167万8千円 46億5,350万6千円 14.5％ 

合  計 942億7,133万9千円 891億7,445万円 50億9,688万9千円 5.7％ 

（注）職員給与等支払特別会計は除く。 

 

特別会計では、介護保険事業特別会計や後期高齢者医療事業特別会計が増加したことなどにより、前

年度に比べ０．８％増の５７５億１，６１５万５千円となった。 

企業会計では、建設改良事業費の増などにより水道事業会計および公共下水道事業会計が増加したこ

となどにより、前年度に比べ１４．５％増の３６７億５，５１８万４千円となった。 


